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（単位：円）

令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度

574,578,172,069 506,766,409,207 241,224,822,000 240,691,975,535

514,159,273,028 464,807,560,812 240,908,247,768 239,822,530,527

493,938,704,428 450,789,835,659 228,398,867,867 228,766,159,524

20,220,568,600 14,017,725,153 12,509,379,901 11,056,371,003

翌年度繰越財源(D) 6,697,226,804 4,760,152,178 翌年度繰越財源(D) 20,797,000 168,244,549

実質収支（(C)-(D)） 13,523,341,796 9,257,572,975 実質収支（(C)-(D)） 12,488,582,901 10,888,126,454

翌 繰 明 許 67,395,292,021 47,363,632,219 翌 繰 明 許 83,000,634 886,466,598

年 越 事 故 386,341,457 85,170,850 年 越 事 故

度 額 計 67,781,633,478 47,448,803,069 度 額 計 83,000,634 886,466,598

予 算 現 額 予 算 現 額

歳 入 総 額 (A) 歳 入 総 額 (A)

令和２年度歳入歳出決算額対前年度対比表

一 般 会 計 特 別 会 計

区　　　　　分 区　　　　　分

0.5% 1.1% 

1,085,717,241 2,493,968,057
対

増 減 額 49,351,712,216 7,292,867,374
対

増 減 額
前 前

歳 出 総 額 (B) 歳 出 総 額 (B)

度 度
年

増 減 率 10.6% 1.6% 
年

増 減 率

対
増 減 額 43,148,868,769 6,034,692,340

対
前 前

増 減 率 -0.2% 0.5% 

-367,291,657 1,062,265,446増 減 額

度 度
年

増 減 率 9.6% 1.4% 
年

歳入歳出差引額（(A)-(B)=(C)） 歳入歳出差引額（(A)-(B)=(C)）
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（単位：円） （単位：百万円）

目 名 Ｒ２ Ｒ１ 増減額 増減率 主 な 理 由

法 人 県 民 税 2,011 2,872 -861 -30.0% 金融業及び製造業を中心とした所得の減少による減

法 人 事 業 税 14,819 16,207 -1,388 -8.6% 金融業及び製造業を中心とした所得の減少による減

譲 渡 割 13,848 11,632 2,216 19.1% 税率引き上げによる増（令和元年10月1日～　1.7%→2.2%）

貨 物 割 897 542 355 65.5% 税率引き上げによる増（令和元年10月1日～　1.7%→2.2%）

自 動 車 税 0 8,067 -8,067 -100.0% 税制改正による減（令和元年10月１日登録分から新税目：自動車税種別割へ）

自 動 車 税 種 別 割 8,041 57 7,984 14007.0% 
平準化による増（税制改正により令和元年10月１日以降登録分から　旧：自動
車税）

2 地 方 消 費 税 清 算 金 29,396,280,447 24,113,784,079 5,282,496,368 21.9% 地 方 消 費 税 清 算 金 29,396 24,114 5,282 21.9% 税率引き上げによる全国の地方消費税収の増による増

3 地 方 譲 与 税 12,263,550,008 13,517,595,851 -1,254,045,843 -9.3% 特 別法人事業譲与税 9,882 11,019 -1,137 -10.3% 特別法人事業税収の減に伴う県配分額の減

4 地 方 特 例 交 付 金 413,128,000 782,914,000 -369,786,000 -47.2% 
子 ど も ･ 子 育 て 支 援
臨 時 交 付 金

0 443 -443 -100.0% 交付金の廃止による皆減

5 地 方 交 付 税 186,347,388,000 182,257,949,000 4,089,439,000 2.2% 地 方 交 付 税 186,347 182,258 4,089 2.2% 地方財政計画に伴う増

6
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

186,205,000 174,110,000 12,095,000 6.9% 
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

186 174 12 6.9% 交通反則通告制度に基づき納付される反則金収入の増による県配分額の増

7 分 担 金 及 び 負 担 金 2,290,375,569 2,254,741,658 35,633,911 1.6% 農 林水産業費負担金 1,399 1,406 -7 -0.5% 経営体育成基盤整備事業費負担金の減

土 木 使 用 料 736 974 -238 -24.4% 新型コロナウイルス感染症の影響による発着便の減少に伴う空港使用料の減

警 察 手 数 料 776 824 -48 -5.8% 高齢者講習受講者減による自動車運転免許手数料の減

総 務 費 国 庫 補 助 金 15,140 2,509 12,631 503.4% 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の創設に伴う増

民 生 費 国 庫 補 助 金 8,507 1,278 7,229 565.6% 新型コロナウイルス感染症対策関係交付金等による増

衛 生 費 国 庫 補 助 金 16,645 3,323 13,322 400.9% 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等による増

商 工 費 国 庫 補 助 金 2,139 689 1,450 210.4% 中小企業再生支援利子補給補助金、地域企業再起支援事業費補助金の増

土 木 費 国 庫 補 助 金 30,965 28,499 2,466 8.7% 河川総合開発事業費補助金、社会資本整備総合交付金の増

8

69,799,847,746 109,521,609 0.2% 1 69,909,369,355県 税

使 用 料 及 び 手 数 料 3,821,813,500 4,261,411,729 -439,598,229 -10.3% 

令和２年度一般会計決算額前年度対比表
歳 入

増 減 の 主 な 理 由 等
令和２年度 令和元年度 増減額款 名 増減率

74,283,654,273 39,419,697,3719 113,703,351,644国 庫 支 出 金 53.1% 
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（単位：円） （単位：百万円）

目 名 Ｒ２ Ｒ１ 増減額 増減率 主 な 理 由

歳 入

増 減 の 主 な 理 由 等
令和２年度 令和元年度 増減額款 名 増減率

10 財 産 収 入 1,704,611,850 2,123,229,072 -418,617,222 -19.7% 基 金 運 用 収 入 348 641 -293 -45.7% 基金運用利子収入の減

11 寄 附 金 86,214,517 74,905,922 11,308,595 15.1% 寄 附 金 86 75 11 14.7% 新型コロナウイルス感染症対策関係寄附金の増

減 債 基 金 繰 入 金 5,163 8,392 -3,229 -38.5% 減債基金取崩しの減

財政調整基金繰入金 1,491 0 1,491 － 財政調整基金の取崩しによる皆増

13 繰 越 金 14,017,725,153 12,759,550,119 1,258,175,034 9.9% 

14 諸 収 入 6,603,946,340 7,114,541,448 -510,595,108 -7.2% 土木費貸付金元利収入 473 908 -435 -47.9% 
港湾使用料政策的減免分相当の臨港地域整備特別会計への貸付金の
償還金受入が終了したことによる減

15 県 債 62,551,996,000 58,671,429,000 3,880,567,000 6.6% 県 債 62,552 58,671 3,881 6.6% 
財源調整による減収補てん債の増、一般単独事業債の減
防災･減災・国土強靱化緊急対策事業債の増

514,159,273,028 464,807,560,812 49,351,712,216 10.6% 合 計

-13.9% -1,754,579,27012,617,896,91512 繰 入 金 10,863,317,645
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（単位：円） （単位：百万円）

目 名 Ｒ２ Ｒ１ 増減額 増減率 主 な 理 由

1 議 会 費 883,903,843 980,607,726 -96,703,883 -9.9% 議 会 費 633 730 -97 -13.3% 議員改選時経費の減、議員報酬・期末手当の減

財 産 管 理 費 9,245 7,938 1,307 16.5% 県営建物維持修繕費の増、財政調整基金積立金の増

計 画 調 査 費 4,061 3,260 801 24.6% 公共交通特別支援事業新設による増

参議院議員通常選挙執行費 0 451 -451 -100.0% Ｒ１参議院議員選挙分の減による

老 人 福 祉 費 28,573 24,610 3,963 16.1% 
新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業費の増、後期高齢者医療支援
事業費の増

生 活 福 祉 資 金 費 1,627 189 1,438 760.8% 新型コロナウイルス感染症の影響による生活福祉資金特例貸付実施のため

児 童 福 祉 総 務 費 11,453 9,501 1,952 20.5% 
新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業費の増、保育所等運営支援事
業費の増

予 防 費 6,925 1,464 5,461 373.0% 新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業費の増

医 務 費 12,008 3,549 8,459 238.3% 
新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業費の増、医療介護総合確保促
進交付金事業費の増

5 労 働 費 1,766,529,916 1,727,218,414 39,311,502 2.3% 雇 用 促 進 費 461 390 71 18.2% 若年者雇用対策事業費の増

農 作 物 対 策 費 924 315 609 193.3% 農業競争力強化対策事業費の増

土 地 改 良 費 11,470 10,456 1,014 9.7% 土地改良事業工事費の増

農 地 防 災 費 3,743 2,821 922 32.7% 農地防災保全事業工事費の増

治 山 費 3,081 2,536 545 21.5% 治山一般事業工事費の増

漁 港 建 設 費 3,340 2,565 775 30.2% 漁港漁場整備事業費の増

商 業 振 興 費 8,772 2,060 6,712 325.8% 島根県制度融資新型コロナウイルス対策基金造成等による増

物 産 あ っ 旋 事 業 費 1,130 343 787 229.4% 飲食需要回復･拡大支援事業による増

工 鉱 業 振 興 費 5,794 4,778 1,016 21.3% 企業誘致のための各種助成事業費の増

観 光 費 1,808 1,244 564 45.3% 美肌県しまね観光総合対策事業費、ご縁の国しまね観光総合対策事業費の増

10,002,917,266 9,277,968,662 92.8% 7 商 工 費 19,280,885,928

増 減 の 主 な 理 由 等
増減率

69.9% 

3 民 生 費 61,849,366,229 53,864,401,528 7,984,964,701 14.8% 

4 衛 生 費 33,051,562,181 19,457,565,174 13,593,997,007

9.7% 総 務 費

歳 出

款 名 令和２年度 令和元年度 増減額

2 32,114,299,673 29,266,487,400 2,847,812,273

11.7% 6 農 林 水 産 業 費 41,887,345,575 37,489,625,481 4,397,720,094
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（単位：円） （単位：百万円）

目 名 Ｒ２ Ｒ１ 増減額 増減率 主 な 理 由

増 減 の 主 な 理 由 等
増減率

歳 出

款 名 令和２年度 令和元年度 増減額

道 路 橋 梁 維 持 費 8,895 6,966 1,929 27.7% 道路メンテナンス事業費、除雪事業費等の増による

道路橋梁新設改良費 33,646 34,476 -830 -2.4% 
社会資本整備総合交付金事業費の増、活力創出基盤整備総合交付金事業の
減による

河 川 改 良 費 14,130 12,290 1,840 15.0% 河川総合開発事業費の増による

水 防 費 1,083 259 824 318.1% 水防情報システム更新整備事業費の増による

警 察 本 部 費 17,471 17,195 276 1.6% ＩＰＲ無線機整備による増

警 察 活 動 費 1,635 1,827 -192 -10.5% 県外出張捜査の減、航空隊ヘリ耐空検査費用の減

教 職 員 人 事 費 7,456 7,004 452 6.5% 退職手当の増

教 育 財 産 管 理 費 913 570 343 60.2% ＧＩＧＡスクール構想の実現に伴う校内ＬＡＮシステム整備事業費の増

教 職 員 費
（ 小 学 校 費 ）

25,363 25,632 -269 -1.0% 給与手当の減

教 職 員 費
（ 中 学 校 費 ）

15,406 15,962 -556 -3.5% 給与手当の減

私 立 学 校 費 3,005 2,425 580 23.9% 私立高等学校等就学支援事業費等の増による

耕 地 災 害 復 旧 費 284 629 -345 -54.8% 災害復旧事業の減

土 木 災 害 復 旧 費 1,789 2,589 -800 -30.9% 災害復旧事業の減

元 金 69,683 73,527 -3,844 -5.2% 県債償還元金の減による公債管理特別会計への繰出金の減

利 子 5,186 6,057 -871 -14.4% 既発債利払いの減による公債管理特別会計への繰出金の減

地 方 消 費 税 交 付 金 14,738 12,088 2,650 21.9% 税率引き上げに伴う税収増による市町村交付金の増

地 方 消 費 税 清 算 金 14,844 11,610 3,234 27.9% 税率引き上げに伴う税収増による清算金の増

法 人 事 業 税 交 付 金 714 0 714 － Ｈ３１税制改正により創設、Ｒ２から交付開始

493,938,704,428 450,789,835,659 43,148,868,769 9.6% 

26.1% 13

9 0.9% 188,396,47120,098,239,54820,286,636,019警 察 費

129,464,936 0.1% 

-6.0% -4,750,467,163

6,456,455,554

11 -1,467,674,030 -35.1% 4,181,649,157

5.7% 79,648,193,847 4,547,622,6458 土 木 費 84,195,816,492

合 計

10 教 育 費 89,623,498,399 89,494,033,463

79,807,073,71375,056,606,550公 債 費12

諸 支 出 金 31,228,278,496 24,771,822,942

災 害 復 旧 費 2,713,975,127
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歳　　　　　　　　　　　　入 （単位：円） （単位：百万円）

項 名 Ｒ２ Ｒ１ 増減額 増減率 主 な 理 由

島 根 県 証 紙 特 別 会 計 1,899,451,508 2,456,075,804 -556,624,296 -22.7% 証 紙 収 入 1,759 2,321 -562 -24.2% 
税制改正による自動車取得税廃止、自動車税環境性能割新設に伴う税
率引き下げによる減

島根県市町村振興資金特別会計 7,620,281,799 7,119,333,475 500,948,324 7.0% 繰 越 金 6,918 6,216 702 11.3% 繰越金の増

繰 越 金
（農業改良資金収入）

30 23 7 30.4% 繰越金の増

繰 越 金
（沿岸漁業改善資金収入）

361 342 19 5.6% 繰越金の増

島根県母子父子寡婦福祉資金特別会計 483,508,592 502,867,524 -19,358,932 -3.8% 県 債 99 132 -33 -25.0% 母子父子寡婦福祉資金債の減

島根県中小企業近代化資金特別会計 1,081,375,654 1,061,742,304 19,633,350 1.8% 諸 収 入 346 322 24 7.5% 特定小売商業店舗共同化資金貸付金元金の増

島根県立中海水中貯木場特別会計 16,721,052 16,946,432 -225,380 -1.3% 繰 入 金 17 17 0 0.0% 元利償還金及び管理費の減による一般会計繰入金の減

島 根 県 臨 港 地 域 整 備 特 別 会 計 754,449,194 1,117,879,703 -363,430,509 -32.5% 繰 入 金 125 414 -289 -69.8% 政策的利用促進減免の過年度分貸付金償還終了による減

島 根 県 流 域 下 水 道 特 別 会 計 4,061,443,641 特別会計の廃止、公営企業会計へ移行

島 根 県 営 住 宅 特 別 会 計 2,934,497,414 4,124,963,391 -1,190,465,977 -28.9% 県 債 668 1,677 -1,009 -60.2% 公営住宅建設事業債の減

一 般 会 計 繰 入 金 75,054 79,804 -4,750 -6.0% 県債償還元金の減による繰入金の減

基 金 繰 入 金 7,600 4,529 3,071 67.8% 満期一括償還方式の返済増による増

県 債 27,752 40,513 -12,761 -31.5% 借換債発行の減

島根県立島根あさひ社会復帰促進
セ ン タ ー 診 療 所 特 別 会 計

221,514,330 221,800,551 -286,221 -0.1% 国 庫 支 出 金 152 156 -4 -2.6% 職員給与費の減による

嘱託・臨時職員費収入 0 3,655 -3,655 -100.0% 会計年度任用職員制度導入による減

会計年度任用職員費収入 5,525 0 5,525 － 会計年度任用職員制度導入による増

島根県総務事務集中処理特別会計 7,450,651,662 5,630,118,601 1,820,533,061 32.3% 

島 根 県 公 債 管 理 特 別 会 計 110,405,710,250 124,845,848,194 -14,440,137,944 -11.6% 

島根県農林漁業改善資金特別会計 798,752,246 762,190,011 36,562,235 4.8% 

令和元年度 増減額 増減率

令和２年度特別会計決算額前年度対比表

増 減 の 主 な 理 由 等
会 計 名 令和２年度
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歳　　　　　　　　　　　　入 （単位：円） （単位：百万円）

項 名 Ｒ２ Ｒ１ 増減額 増減率 主 な 理 由

令和元年度 増減額 増減率
増 減 の 主 な 理 由 等

会 計 名 令和２年度

分 担 金 及 び 負 担 金 17,692 18,925 -1,233 -6.5% 
前期高齢者交付金の増による国民健康保険 保険事業費納付金算定対
象額の減

前 期 高 齢 者 交 付 金 26,942 24,884 2,058 8.3% 前々年度精算金のプラス精算による増

繰 越 金 1,476 1,098 378 34.4% 繰越金の増

繰 入 金 1,264 256 1,008 393.8% 新型コロナウイルス感染症対応資金の新設による一般会計繰入金の増

諸 収 入 38,300 21,029 17,271 82.1% 新型コロナウイルス感染症対応資金の新設による融資残高の増

合 計 240,908,247,768 239,822,530,527 1,085,717,241 0.5% 

島根県中小企業制度融資等特別会計 39,563,559,876 21,284,585,308 18,278,974,568 85.9% 

島 根 県 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 67,677,774,191 66,616,735,588 1,061,038,603 1.6% 
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歳　　　　　　　　　　　　出 （単位：円） （単位：百万円）

項 名 Ｒ２ Ｒ１ 増減額 増減率 主 な 理 由

島 根 県 証 紙 特 別 会 計 1,768,262,697 2,315,727,596 -547,464,899 -23.6% 一 般 会 計 繰 出 金 1,766 2,313 -547 -23.6% 
税制改正による自動車取得税廃止、自動車税環境性能割新設に伴う税
率引き下げによる減

島根県市町村振興資金特別会計 438,146,800 200,978,400 237,168,400 118.0% 市町村振興資金貸付金 338 195 143 73.3% 貸付実績の増

島根県農林漁業改善資金特別会計 221,592,096 77,510,410 144,081,686 185.9% 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 98 16 82 512.5% 貸付財源を国に返還したことによる増

島根県母子父子寡婦福祉資金特別会計 292,506,069 370,535,154 -78,029,085 -21.1% 母子父子寡婦福祉資金 293 371 -78 -21.1% 貸付実績の減

公 債 費 89 46 43 93.5% 中小企業高度化資金貸付金償還元金の増

一 般 会 計 繰 出 金 57 39 18 46.2% 中小企業高度化資金貸付金償還元金の増

島根県立中海水中貯木場特別会計 16,721,052 16,941,832 -220,780 -1.3% 中 海 水 中 貯 木 場 費 17 17 0 0.0% 一般会計償還金の減

公 債 費 527 586 -59 -10.1% 事業量の減による

借 入 金 償 還 金 0 273 -273 -100.0% 政策的利用促進減免の過年度分貸付金償還終了による減

島 根 県 流 域 下 水 道 特 別 会 計 3,150,367,756 特別会計の廃止、公営企業会計へ移行

島 根 県 営 住 宅 特 別 会 計 2,871,033,205 4,112,534,509 -1,241,501,304 -30.2% 住 宅 建 設 費 691 1,834 -1,143 -62.3% 住宅建設事業費の減（大輪団地建設工事完了に伴う減）

島 根 県 公 債 管 理 特 別 会 計 110,405,710,250 124,845,848,194 -14,440,137,944 -11.6% 公 債 費 110,406 124,846 -14,440 -11.6% 元利償還金の減

診 療 所 費 148 153 -5 -3.3% 職員給与費の減

一 般 会 計 繰 出 金 4.2 0.3 3.9 1300.0% 退職手当の増

嘱 託 ・ 臨 時 職 員 費 0 3,655 -3,655 -100.0% 会計年度任用職員制度導入による減

会 計 年 度 任 用 職 員 費 5,525 0 5,525 － 会計年度任用職員制度導入による増

島 根 県 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 64,062,256,980 65,140,914,175 -1,078,657,195 -1.7% 国 民 健 康 保 険 事 業 費 64,000 65,074 -1,074 -1.7% 
算定対象療養給付費の減による保険給付費等交付金の減
国庫支出金返還金の減

中小企業制度融資等貸付金 38,209 20,960 17,249 82.3% 新型コロナウイルス感染症対応資金の新設に伴う融資残高の増

融 資 促 進 事 業 費 1,264 256 1,008 393.8% 
新型コロナウイルス感染症対応資金の新設に伴う利子補給金及び保証
料補給金の増

合 計 228,398,867,867 228,766,159,524 -367,291,657 -0.2% 

島根県総務事務集中処理特別会計 7,450,651,662 5,630,118,601 1,820,533,061 32.3% 

島根県立島根あさひ社会復帰促進
セ ン タ ー 診 療 所 特 別 会 計

152,464,366 153,500,048 -1,035,682 -0.7% 

島 根 県 臨 港 地 域 整 備 特 別 会 計 754,449,194 1,117,879,703 -363,430,509 -32.5% 

島根県中小企業近代化資金特別会計 401,513,620 348,717,838 52,795,782 15.1% 

増 減 の 主 な 理 由 等
会 計 名 令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

島根県中小企業制度融資等特別会計 39,563,559,876 21,284,585,308 18,278,974,568 85.9% 
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【歳　　　入】 【歳　　　出】

令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度

1 県 税 13.6%   15.0%   1 議 会 費 0.2%   0.2%   

2 地 方 消 費 税 清 算 金 5.7%   5.2%   2 総 務 費 6.5%   6.5%   

3 地 方 譲 与 税 2.4%   2.9%   3 民 生 費 12.5%   11.9%   

4 地 方 特 例 交 付 金 0.1%   0.2%   4 衛 生 費 6.7%   4.3%   

5 地 方 交 付 税 36.2%   39.2%   5 労 働 費 0.4%   0.4%   

6 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 0.0%   0.0%   6 農 林 水 産 業 費 8.5%   8.3%   

7 分 担 金 及 び 負 担 金 0.4%   0.5%   7 商 工 費 3.9%   2.2%   

8 使 用 料 及 び 手 数 料 0.7%   0.9%   8 土 木 費 17.0%   17.7%   

9 国 庫 支 出 金 22.1%   16.0%   9 警 察 費 4.1%   4.5%   

10 財 産 収 入 0.3%   0.5%   10 教 育 費 18.1%   19.9%   

11 寄 附 金 0.0%   0.0%   11 災 害 復 旧 費 0.5%   0.9%   

12 繰 入 金 2.1%   2.7%   12 公 債 費 15.2%   17.7%   

13 繰 越 金 2.7%   2.7%   13 諸 支 出 金 6.3%   5.5%   

14 諸 収 入 1.3%   1.5%   

15 県 債 12.2%   12.6%   

100.0%   100.0%   100.0%   100.0%   合 計 合 計

一般会計決算状況（構成比）

款        名
構成比

款        名
構成比
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